田中県政と新自由主義的な教育改革の実際

　　　　　　　　　　　　　　　　　　檀原　毅也　氏（長野高教組書記次長）

レ　ジ　メ

１　田中県政下の教育行政に肯定すべき点はあるのか

○小学校４年まで実現している３０人規模学級（市町村の協力を得て実際には小学校６年までほぼ実現している）をどう評価するべきか。


・トップダウンの手法が市町村教委との間に無用な軋轢をもたらしたこと

・ていねいな話し合いを拒否することで失われてしまったものがあるのではないか

・教育委員会無用論（第２次構造改革特区で申請）：教育長不在で現実化している現在の状況

○「長野県の教育目標」に見る変化

　　　　　

　　

　　　　→　平成１７年度版からは消えてしまった。

２　全国的に進む新自由主義的な「教育改革」と田中県政下の教育行政の親和性



　　

○長野県ではとくに一連の高校改革に新自由主義的要素が顕著



　　　　　

→　田中知事は県教委を支持する姿勢

○生徒は顧客、教育はサービスという田中知事の教育観が導くもの

　再び「長野県の教育目標」から

「県民の皆様が長野県内で行われる教育の「質」の向上を実感され、高い「満足感」が得られますよう努めてまいります。」

・顧客の快、不快：サービスを提供を受け、サービスを買うという関係に押し込められ学校づくりの主体たり得ない生徒
・学校の役割の限定化による民間企業の参入、公教育の放棄の道を開く

・競争がもたらす画一化：結局進学実績を競い合うことになってしまう

報　　告

　住民が主人公、住民の意見に依拠するという田中知事。県民世論によって田中知事の姿勢は変わるか？

今年度より長野県高等学校教職員組合の書記次長を務めています檀原と申します。もとより田中知事ウォッチャーをしているわけではありませんので、すべてを理解しているとはとてもいえませんが、最近の田中県政下における教育行政には、全国的に進行する非常に問題の多い新自由主義的な教育改革と軌を一にする部分があるのではないか、という問題意識で話をさせていただきます。

本日は、田中県政下の教育行政が、全国的に進行している「教育改革」と軌を一にしつつあることを指摘し、考え直してもらわないと困るということを主張したいと思います。

田中県政下の教育行政についてどのように見るべきなのか。彼が知事になってから教育委員会の構成に大きな変化があります。従来、教育職が就いていた高校教育課長、義務教育課長、教学指導課長のうち教学指導課を除き行政職が務めるようになりました。田中知事は２００２年から０３年におこなわれた構造改革特区の第２次申請で、県知事が教育委員になれる特区の申請、つまり実質的には教育委員会の廃止を提案したことがあります。教育委員会の独立という原則によってこれは認められませんでしたが、ご承知の通り、現在長野県は教育長不在です（０５年１０月、事務長として高校現場の経験はあるものの教育職出身ではない丸山愰氏が就任しました）。教育委員会内で行政職の方が要職をしめていることを考え合わせると、実質的に知事の意向がストレートに教育行政に反映されている事態といえるのではないでしょうか。

さて、現段階で田中知事の教育分野における最大の功績は、小学校への３０人学級の導入だと思います。私たち教職員組合は長年、少人数学級を求める取り組みをしてきましたが、なかなか実現しませんでした。それを田中知事は就任後かなり早い段階で実施に踏み切り、現在４年生までは県費負担で、５、６年生は市町村の協力を得て事実上小学校で３０人規模学級が行われています。全国的にみても極めて高い達成状況です。これ自体はとても良いことだと思いますが、少し立ち止まって考えてみましょう。現在、全国で少人数学級は急速に広まっています。まだ少人数学級が実現していないのは東京都と香川県だけです。国の責任で行われるようになるにはまだ時間がかかりそうですが、文科省や中教審でも具体的な検討がはじまりました。さて、実現しているところでは、首長の鶴の一声ではじまったという例が少なくないのです。そういうところでは、首長の選挙公約として選挙で訴えられ、実施されているのですが、財政的裏付けが不充分なため、非常勤の先生をあてざるを得ないという問題点が生じているといわれています。長野県の３０人規模学級導入はそのような人気取り政策とは違うのか。教職員の配置は非常勤ということはないのですが、来年度、県費負担が小学校５年まで進行するかどうか、注目してみたいと思います。つまり、今後中学校さらには高校にも導入されていく可能性があるのかということです。言い換えれば田中知事に、少人数学級とは、あくまでよりよい教育のための教育条件整備の手段であるという認識があるかどうか。そうでなければ、３０人学級導入の際のトップダウン的な方法が市町村との無用な軋轢を生んだことを思い出すと、諸手をあげて称賛していいのか、私は懐疑的です。

さて、東京都の「教育改革」に代表される教育改革が全国的に進行する中、長野県は全国的動向と一線を画していると思える時期がありました。そのことを象徴するのが２００３（平成１５）年版、０４（平成１６）年版の「長野県の教育目標」に盛り込まれていた「これまで、ともすれば上意下達機関であるという批判があった県教育委員会のあり方を見直すことが必要です」という文章です。しかしながら、これは今年度版からなくなってしまいました。今年度すなわち高校改革プランが議論されている今年になってであります。ここに明らかな変質のポイントがあったのではないか、と思います。

高校改革プランについては後ほど触れることにして、全国的に進行する教育改革とはどのようなものかを少々見ておきましょう。ひと言で言えば、競争こそが、優れたものを生み出すというという新自由主義という考え方を背景にしています。元々は経済分野で、様々な規制を撤廃して企業が自由競争をすれば、優れた企業は生き残り、そうでない企業は淘汰されるという考え方です。新とはついていますが、これは資本主義の初期に戻そうということに近いのです。いってみれば弱肉強食でやりましょう、ということです。歴史を見ればわかるように、近現代の世界はこれではいけないと、様々な規制を生んできたのです。しかし、そのために社会の活力を失わせたから、それを取り払いましょうという、いわゆる構造改革の思想的背景になっているわけです。「聖域なき構造改革」ですから教育の分野も例外ではありません。グローバルな経済競争で日本という国家が負けずに勝ち残っていくための「人材」を効率的に養成するのが教育の役割ということになります。学校はいかに優れた人材を育成するかで競い合い、生徒たちは互いに競争する中で「たくましさ」を身につけていく。競争に敗れた学校は淘汰され、競争に敗れた生徒たちには社会への不満分子とならぬようせめて実直な精神を養ってほしい。エリートたちも国家のために尽くしてくれないと困るから愛国心ということが強調される。エリート育成に手厚く、そうでないところは薄くしていくという教育になるから、教育の機会均等をうたう教育基本法は「改正」してしまう、というような傾向が現在日本にはあるわけです。

長野県はどうなのか。これまでは全国的に進行する「教育改革」と県教育委員会は一線を画していたと思っているのですが、今年度、変わったと言わざるを得ないのです。とくに高校の統廃合をするという高校改革プランには、新自由主義的な要素が顕著に見られます。

全国的な学校統廃合の進め方には共通点があり、まず通学区が拡大されます。行きたい学校に通えるという学校選択の自由を旗印に、通学区という規制が撤廃されるのです。そして、生徒獲得のための学校間の競争が煽られ、生徒が集まらない学校は淘汰されていくというかたちで全国で毎年２００以上の小中高の学校がなくなっています。ここには明らかに競争がよいものを生み出すのだという新自由主義的な考え方があります。

長野県の高校統廃合も非常によく似たプロセスをたどっています。まず、車座集会での田中知事の発言を機に、２００３年「通学区検討委員会」が発足し、２００４年度入試から通学区が拡大されました。生徒にとっては学校選択の幅が広がったのです。加えて、選抜方法が変更され、この年から自己推薦による前期選抜入試が導入されました。成績だけでなく「個性」や業績で合格できるから、通学区拡大に伴う受験競争の激化が緩和されるというのが謳い文句でしたが、導入初年度は１２５６８名が前期選抜を受験し７３７２名、２年目の今年は１１０４７名が受験し５６６９名の生徒が前期選抜で不合格でした。公立高校の入学者は１８０００名ぐらいですから、その３割から４割弱の生徒が不合格体験をしているのです。前期選抜で不合格だった生徒の７割は前期で不合格だった学校を後期選抜でも受験し入学しています。この生徒たちを不合格にする必要があったのでしょうか。自己責任で受けたのだから、それは仕方がないといってすまして良いのでしょうか。一方、高校側では受験生に対して、期待する生徒像ともいうべき「募集の観点」を示すことになりました。受験生はそれを読んで、自分にふさわしいと思われる受験校を選択するのですが、「募集の観点」の作成を通じて、高校側は否応なしに特色づくり競争をするわけです。前期選抜の志願者数は、学校の人気を示すといえなくもありません。この他にも作文や面接による前期選抜の合否の判定が十分に客観的なのかということなど、前期選抜の問題点は数多いのですが、その一つ一つを指摘することが本日の目的ではないので、これくらいにします。しかし、指摘しておきたいことは、前期選抜という入試のしくみが、生徒に対して高校側が圧倒的な高みに立つことを含意しているということではないでしょうか。生徒あっての学校か、学校あっての生徒かということでいえば、まず学校ありき、ということになります。

話を戻して、以上のような段階を経て、現在、４つの通学区ごとに設置された「高校改革プラン推進委員会」で、高校の再編整備つまり統廃合の検討に至っているのです。

高校改革プランについては、昨年１月から今年の３月まで開かれた「高校改革プラン検討委員会」が、１学年５．５学級という数字を使って、生徒数を割り、全日制高校を現在の８９から７５にするという最終報告を提出しました。５．５という数字は昨年行った県民アンケートで高校の規模は５～６学級が望ましいという回答が多かったからということですが、実は３～４学級という回答もほぼ同数でした。その中間をとれば４．５という数字でも良いはずですが、この数では高校の数は減りません。はじめから１４校減らすという目標があり、そのために５．５という数字を使ったといえなくもありません。このような事情からか、県教育委員会は学校数は「たたき台」といっていましたが、その後の推進委員会では学校数は絶対的な基準であるかのような扱いがされています。このように、県教育委員会の姿勢には従来とは異なる特徴が見られます。それは乱暴で性急であるということです。月２回のペースで推進委員会は開かれていますが、議論がなかなか深まりません。１２月までに議論をまとめて、県教育委員会に報告し、３月には実施計画を作成して、来年度から作業をはじめ、２００７年度入試（現在の中学２年生の受験）からは募集停止をするという計画は拙速であると、各方面から批判の声が上がっていますが、県教育委員会は改める姿勢を見せません。６月２４日に非公開の教育委員会を開き、傍聴者を閉め出して審議をして、一方的に再編整備候補案を示すという強引さも今までなかったことです。この再編整備候補案には県議会も白紙撤回を求める決議をしましたが、県教委は応じません。具体的な内容を見ると、県内の４つの学校を多部制・単位制高校に換える一方で定時制高校を統廃合することと、総合学科高校を４つつくることと職業高校の統廃合がセットになっていますが、多部制・単位制高校にしても、総合学科高校にしても全国的に設置が推進されているものですが、問題点も指摘されているものです。しかし、県教育委員会が推進委員会に提出する資料には、良い点ばかりが強調されています。後発の強みとして先行例の良い点ばかりでなく問題点も十分検討することができるのに、それをしようとしません。さらに再編整備候補案には、都市部の伝統校、進学校の名前はあがっていません。もしも、この案通りに統廃合が行われると、これらの学校は８～９学級になることも予想されます。そのような大規模校をつくり、生徒たちを競争させる環境をつくり、有名大学へ進学させることを目的とする教育が行われることを是としているのが、この高校改革プランなのです。先にあげた県民アンケートによれば、「現在の高校教育で解決すべき問題」の上位は「非行やモラルの低下　６０．６％」「教職員の資質や能力の向上　５３．２％」であり、「現在の学科の見直し」「学校の規模や配置」はそれぞれ７．５％、７．３％に過ぎません。また、高校改革プラン検討委員会の「最終報告」に掲載された別の調査では高校生の４１．６％が「学習内容が理解できない」「理解できない方が多い」となっています。高校改革プランはこのような問題を解決することにつながるのでしょうか。少子化について見れば、たしかにピーク時にくらべると現在の生徒数は約６割ですが、向こう１０年はこの状態が維持されます。十分な議論のための時間はあるといえるでしょう。財政難という点についても、校舎は新築しないとしても多部制・単位制高校や総合学科高校を新たに設置するとなれば、それなりの出費は伴うのであり、高校の数を減らしたから財政状況が好転するわけではないはずです。

内容にしても、「改革」を進める方法にしても問題点が多い高校改革プランについて、県教育委員会を支持しているのが、田中知事です。

田中知事は常々、生徒は顧客、教育はサービスと言っています。先ほども引用した「長野県の教育目標」には「県民の皆様が長野県内で行われる教育の「質」の向上を実感され、高い「満足感」が得られるよう努めてまいります。」と述べられていますが、まさに田中知事の教育観を代弁しているといえます。しかしこの言葉には教育現場にいる者には違和感があります。もしかしたら「サービス」という言葉には私たちが日常使っている以上の深い意味が込められているのかもしれません。しかし、生徒を「顧客」とみなした途端に、生徒はサービスの提供を受け、それを買うだけの存在に押し込められてしまいます。つまり、このような生徒観では、生徒は学校づくりの主体になり得ないのです。また、顧客である生徒の満足度、言い換えれば「快」「不快」のみが、学校教育を評価する物差しになるので、学校はなるべく「快」を届けるように努力することになります。結果として学校が提供する「サービス」が著しく限定される可能性があります。これまで日本の学校は学習指導にとどまらず生活指導や生徒会活動やクラブ活動の指導など非常に幅広い役割を果たしてきました。その機能を手放して、おそらくは学習指導かクラブ指導のいずれかに特化していくのではないでしょうか。学校がそのような役割しか果たさないとなれば、結果として民間企業が教育分野に進出することが容易になり、進学実績や全国大会出場をめざして激しい競争が行われるようになるのではないでしょうか。

高校改革プランを貫いている思想と田中知事の教育観は競争の教育をよしとするという点で符合しています。このような教育が本当に豊かな未来の社会の実現につながるものなのでしょうか。大きな集団で競争して抜きんでていくようなエリートがこれからの世界でも望まれる人材なのでしょうか。今、国際的な学力調査で好成績を修めたフィンランドの教育が注目されています。学力水準（平均点）が高いだけではなく生徒間、学校間、地域間で学力格差が少ないことも大きな特徴だといわれています。ここには、長野県の教育改革に関心を寄せる私たちのような者にとって、十分検討してみる内容がありそうです。

平成１５、１６年度版


県教育委員会の１年間の行動方針「子どもの声を大切にし、子どもに向き合う教育現場を支える教育行政」というページがあり、説明の冒頭に「これまで、ともすれば上意下達機関であるという批判があった県教育委員会のあり方を見直すことが必要です。」








３０人規模学級（１８人から３５人の学級）の経過


２００２（平成１４）年度　小学校１年で実現


２００３（平成１５）年度　１・２・３年生まで拡大


２００４（平成１６）年度　３年まで県費、市町村との協働で６年まで


２００５（平成１７）年度　４年まで県費、市町村との協働で６年まで


来年度、中学校におよぶかどうかが一つのポイント








新自由主義とは


・新自由主義は、もともと経済分野において、規制を撤廃して企業間の自由競争を徹底させることで、優れた企業が生き残り、劣った企業は淘汰される：弱肉強食


・個人の選択の自由と責任、市場原理・競争原理を重視する考え方　強力な権力


　


　　





９０年代「ゆとり教育と個性重視」というかたちで教育現場に導入


・生徒は「関心・意欲・態度」を評価される・・・人格の評価


・学校選択の自由・・・学校間の競争、教職員の管理、親の収入によって教育　　


　に格差が生じることを是認、教育の機会均等を原則とする教育基本法を改悪


・新国家主義とセット


・競争と早期選別によるエリートとその他大勢づくり


・切り捨てと受益者負担・民間委託による公教育の縮小・教育行政の役割の放棄　　　　　　　　　　　　





２００２（平成１４）年３月　通学区検討委員会の報告より　


・規制緩和として、選択の自由を保障する通学区の拡大　


→　１６年度入試から４通学区に


・過度の受験競争を招かないよう高校の特色づくり、多様な個性を評価できるような様々な入学者選抜を工夫、推進　　→　１６年度入試から自己推薦による前期選抜


・生徒数が減少するので高校の再編　→　高校改革プラン





高校改革プランに見られる県教育委員会の性急さ・強引さ・内容の乏しさ


・はじめに学校数削減ありき（８９校から７５校に）


・新しいタイプの学校として多部制・単位制高校（定時制の統廃合とセット）


　　　　　　　　　　　総合学科高校（職業科の統廃合とセット）


・上からの、一方的な再編整備候補案の示し方


・都市部伝統校の温存し、大規模化を容認：競争の教育を是認


　








